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東京湾に沿う浦安市から富津市にかけての地域には，千葉港，木更津港を

取り囲む形で：大規模な装置産業が立地し．一般には京葉工業地帯として知ら

れていた。乙乙は大部分が埋立地で，昭和30年代以降， さまざまな業種の事

業所が進出し急速に工業化が進んだ地域である。とはいえ，東京， 川崎，横

浜と続く東京湾の西側の地域の急激な工業化・都市化と比較すると，開発の

スピー ドは遅かった。

と乙ろが．乙乙10年間で千葉県の臨海部は大きな変貌をとげ，景観的にも

機能的にも，乙れまでとは異なる性格の地域として生まれかわろうとしてい

る。高層マンション群・テcィズニーランドとその周辺をとりまくホテノレやホー

jレからなるアーバン リソー ト・ ららぽーとやマリンピアなどの大規模ショッ

ピングセンター・研究開発機能を有する事業所などの立地がその乙とを物語っ

ている。さらに平成元年lとは幕張メッセが開業し．国際化・情報化時代にふ

さわしいコンベンション機能も兼ね備える乙とになった。もはや，京葉工業

地帯という色分けでは，土地利用の現況を適切に表現する乙とは不可能であ

ろう。乙とに浦安市・市川市・船宿市・習志野市・千葉市i乙属する京葉線沿

いの地域は，それより内陸に位置する総武線沿いの地域とは，日lj箇lζ独自の
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発展をとげようとしている。また、かつては， lつのまとまりをもっ地域と

して認識されていた浦安市から富津市lζかけての臨海地域は性格を異lとする

2つの地域に分かれ．東京よりの浦安市から千葉市にかけての臨海部は，近

年急速に変わりつつある。

乙うした状況を鑑み．本論文では，浦安市から千葉市にかけての臨海部を，

東京のウォーターフ ロン卜の東側への拡大としてとらえ，近年lζおける土地

利用の変造と地域構造の変化について考察した。

2. 京葉工業地帯の形成

昭和20年代前半，千葉県の産業は農林水産業が中心で．農村は，多くの潜

在的失業者をかかえていた。雇用機会を創出し，生活水準の向上をはかり，

あわせて窮之している財政を建て直す乙とが急務であり ，県は工場誘致にの

り出した。 ｜昭和25年川崎製鉄と接触が行われ，千葉市今井町地先の埋立地lζ

進出が決定した。続いて，昭和29年に東京電力が， 川崎製鉄の南側に立地す

る乙とが決まり ，昭和32年lζ，本県は電力供給県となった。 川崎製鉄と東京

電力が操業を開始し，東京lζ近接する ζの地K，しだいに用地，用水，港湾

などが整備され、それが京葉工業地帯を形成してゆく原動力となった。おり

しも，いわゆる神武景気の到来によって， 川崎製鉄lζ隣接する五井地区，出

洲地区，あるいは葛南の船橋，市川地区への企業の進出が活発化していった。

昭和33年には． 「京葉工業地帯造成計画Jが策定され，県が独自で3.305ha 

の埋立を行う旨の計画が出された。埋立の計画は．その後も次々と大規模化

されていった。

京葉工業地帯への企業の進出は著しく， flt{f[J49年には工業生産額のfillびは

全国第8位であった。しかし，昭和40年代に入った頃から公害問題や都市問

題がクローズアップされはじめ，昭和48年に策定された， 「千葉県第4次総

合 5か年計画」では，乙れまでの産業振興一辺倒から脱して，流通用地，住

宅用地，郡市再開発用地を確保するなど部市基盤の整備にも目が向けられる

ようKなった。

臨海立地の鉄鋼 ， 石油 ， 石油化学工業を 11~心とした重化学工業の発展lζ支
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えられて，千葉県の経済は急成長をとけーたが，昭和48年の石油ショック lとよ

り，大きな試錬にたたされた。その後．高度成長から安定成長へ移行し，技

術革新 ・情報化 ・国際化の進展によって，千葉市・木更津市・成田市を中心

とする研究開発，学術 ・教育，国際物流等の機能の充実をはかる「千葉新産

業三角構想Jが策定されるに到った。

3. 京葉工業地帯の地域構造

前述の「京葉工業地帯造成計画」が，千葉県の東京内湾地域を本格的に開

発しようとして策定された最初の計画であった。乙の計画は，これまでに出

された開発理念を踏襲したもので．産業基盤の整備に重点が置かれている。

すなわち，葛南地区から市原地区にかけての地域lζ，約3.300haの埋立を行

い，そのうちの70%を工業用地として整備し，残る30%を住宅用地（10%)

と公共用地（20%）にしようというものである。乙の計画から以後も開発の

規模は拡大の一途をたどり昭和45年の「千葉県第 3次総合 5か年計画JIC到っ

て最大規模となった。

昭和20年代の後半から千葉県は地域発展の原動力を工業lζ求め，臨海部を

中心に積極的に工場を誘致してきた。昭和20年代から昭和30年代にかけては，

工業開発が臨海部開発の最も重要な課題であった。

開発事業を推進するにあたっては，浦安市から千葉市出掛｜海岸lζ到る地区

と千葉市川崎町地先から富津市iζ到る地区とに大きく 2つに分け1.11前者を工

業開発を中心にすえつつも一方では住宅・緑地を確保して都市基艇の整備を

推進してゆく地区とし，後者を鉄鋼，石油，石油化学などの基幹産業を誘致

し重化学工業地帯として整備してゆく地区というふうに設定したのである

（図 1）。工業基盤の整備を中心とする地区（千葉市川崎町地先～富津市）

では，昭和30年代lζ入ると経済の高度成長の波にのり，五井・市原地区（昭

和32年～同43年）．五井 ・姉崎地区（昭和36年～同48年），君津地区（昭和

36年～同51年）および北袖ケ浦地区（昭和40年～同50年）と次々に大規模開

発が実施されていった。乙の時lζ，産業活動を支える道路（国道16号線） ，

鉄道（京葉臨海鉄道）が建設され（図2），千葉港の港湾施設も整備された。
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図1 京葉臨海地域土地造成計画図
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図2 京葉臨海鉄道線路Ill各図
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と乙ろが，昭和40年代lζ入ると，装置型産業があいついで生産規模を拡大

し，また周辺の人口が急増した乙ととあいまって，公害問題が大きく取り上

げられ，開発計画の見直しゃ理念の転換が要請されるようになった。

乙のような情況のなかで計画された長浦地区（昭和43年～平成2年）は．

流通加工を中心とする無公害型の企業にのみ限定して誘致し，また，重化学

工業地帯と して大規模な土地造成が計画されていた富津地区（昭和43年～平

成4年）についても，埋立面積を大幅に減少させ．さらに流通加工を中心と

した業種lζ限定して誘致する乙とになった。

いずれlとせよ，この地区の開発が工業lζ大きく片寄っている乙とは否めな

い（表 1）。進出企業の業種に変化はみられるものの，現在でも京葉工業地

帯の中枢をな している。

一方の浦安市から千葉市出掛｜海岸にかけての地区は，住宅，緑地などの整

備も加味した上で，やはり上記の地区と同様に工業中心の開発が行なわれる

予定であった。船橋市と市川市は，それぞれ旧船橋地区（昭和24年～同36年）

，旧市川地区（昭和32年～同43年）の埋立を当初の計画どおり実施している。

と乙ろが，昭和30年代後半から，乙うした工業中心の開発を推進する乙と

を不可能にする状況が出現した。首都圏への人口集中の影響を県内で最初に

受けたのが，乙の地区であった。浦安市，市川市，船橋市，習志野市．千葉

市にとって住工混在による無計画な土地利用や都市｜期連施設の不足は，早急

に解決されるべき問題であった。 ζの地区の開発は．昭和30年代後半から昭

和40年代にかけて，大｜隔に方針を転換せざるをえなくなり ，社会的要請に対

応した都市基盤の整備を中心とした構想、へと移行してゆくのである。

そ乙で．まず千葉港公共埠頭の整備を中心に都市関連施設用地と都市再開

発用地の確保を目的として，千葉港中央地区（昭和38年～同49年）の土地造

成が，続いて京葉港地区（昭和42年～平成2年）の土地造成が計画され実行

に移された（図3）。さらに浦安地区（昭和36年～平成2年）および同地区

第 2期（昭和46年～平成4年）においては，住宅用地，鉄鋼流通用地， 大規

模レジャー施設用地を確保するために埋立造成が行われた。
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表 1 臨海地域土地利用計画表

(ii＼（な m')

訂~： ~ln.1； ；ド皮ト1.1~mrnim＼~＊J百三副n~；
113＇［＂百

市 川地区 44～49 I, 951, ?.71 I, 099, 180 195. 014 3日4,466 265. 611 

供。 36～43 60・1. 388 200, 789 273, 0•11 130, 558 

鉛 jlj市到tmr’ 44～47 98, 346 85, 752 12. 594 

｛ フ巳 :r,; 張（I日） ρ 31～40 671, 358 347, 575 153, 650 170, 133 

千葉浴中央。 38～49 6. 118. 204 3, 136. 918 737, 922 

生 ir.,, 3G～55 6. 04・1, 705 5, 874, 46:1 - 170. 242 

五列・市原 ρ 32～43 7, 140, ODO 6, 790, 000 20. 000 330. 000 

五 ~I＇姉向。 36～48 H,679,llS 12. 222, 583 2, 927 2, 453. 603 

姉崎地区 i長背地 37～43 819. J 17 - 573, 8・18 39. 337 205. 932 

北村lケ百Ii地区 40～$0 ぺ，035,528 3, 164, 787 22. 731 593, 010 

北1111ケiiliJ也13:後lf地 43～54 297, 059 187, 318 25. 967、83,774 
主主 沖地区 3G～51 7, 77-1. 0521 7, 370, 071 75, 4491 328, 532 

小 I so. 2 
J f日 毛j山区｜ 村～55 1 4. 2s6吋 一11.345,8111 G9同 9い，74.1,859 

I 4. 2sG.叫 一｜川丸刈肌959：刊4間
" I 51. sn.吋4叩

'I'’Tll 

オベ
1商 安1也区 3G～2 8. 71,1, 452 671. 437 3, 995, 481 2. 275, l. 7！。9.437 

れ1i安地区 w二期 4G～4 5,634,312 I. 517, 598 2, 431, 232 l, G35, 482 

It: 浜地区 57～2 B・I, 69・1 39, 10.1 ー JS, 29 676 

R〆Zー ’、L昼＞；－、 il'i i1!" 42～2 8'.387, 174 3, 238, 185 780, 544 I, lOG, 3. 261. 653 
長 百Ii" 43～2 G, 237, 735 4, 809, 1G・1 - 34, 1. 394, 507 

奈 良 F品。 4G～2 2, 044, 197 l. 602. 156 - 442. 0-11 

木更 i1ti百部。 43＂－元 4, 549, 830 3, 139, 853 43, 1. 3GG. 333 

施 百ト； i1t" 43～4 G, 438, GSG 3, 716. 4261 一IJ.ls. 2. 576. 41ワ
｜仏 ll8,0SOjJS,731.57:'j7,257,257l 3.620,709:12.505.541 

平成
世1 見 川地区 4.1～元 4, 005, JOG 

9, 調E ¥Jt h ’r 47～7 4, 377, 312 447, 78・1 1, 987, H 1. 942, 085 

主在 司t c " 47～2 2, 129. 691 113, 053 1. 250, 74 765, 89 

i io. s12. 1091 一I2. o.1s. 3131 4, 32i. 933; 4. 144, sG3 
H I s2, 630. 1B911s. 734, s731 9, 302. s1ol 1, 942, 6叫JG,Gso; 404 

合 計 I l i示；瓦叫59,125. 931i13, J9G. n2J10.1:>2. Gs2l21. 747, 4231 
（出所〕 「千葉県企業庁事業のあゆみJより （昭和G3年12月31日現在〉

(11) 1 完了地区の而li'ili 『H/.H による;JU＜である。（一部県の 5 カ年H岡市〉その他は v~.rr. および

可E首1報告旬による。

2 造成而院の合 ii'が~.~沼地問土地造成;j-;;r.jJiの合 ii と一致しないのは五＂＇ 市原地区714へク

タ ーんを企ll'HT可r~·とに含め，その他胆立lffiniil'J:~）なとはこの茨からは除いたf.:.めである．
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図3 京葉港地区

一方，幕強地区（昭和4ほE～平成7'rt三） ．検見川地区（昭和44年～平成元年）

稲毛地区（昭和44年～同55年）は，住宅用地として造成され，大規模な海浜

タウンが出現した。なお町立により失われつつある自然を，少しでも残そう

と， f；｝張のi兵，稲毛の浜などの人Ii海浜が造成され，市民lζ水際線が開放さ

れ恐いの場となっている。

京葉工業地帯は，！昭和30年代後半から昭和40年代にかけて，それまでの工

業一辺倒の開発からの転換を迫られる乙とになった。その結果，東京よりの

浦安市から千葉市出洲海岸にかけての地区の土地利用に大きな変化が現れた。

すなわち，乙の地区では，工業開発ではなく．都市基盤の整備に重点がおか

れている。臨海工業地帯という乙とで同質地域とみなされていた京葉工業地

帯が．単lζ計画の段階で留まることなく ，現lζ性格の異なる 2つの地域iζ分

化しつつある乙とは注目lζ値しよう。

注（1）千葉県企業庁『千葉県企業庁事業のあゆみ』 1989 pp .20～22 

4. 千葉のウォーターフロントの土地利用

千葉県の臨海部の中でも浦安市から千葉市にかけての地区が大きく変わろ

うとしている乙とは．前にも述べた。その中でも，今披も注目をあびている

のが，浦安地区と幕張地区であろう。
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浦安地区の埋立については，県の京葉臨海工業地帯造成計画（昭和34年）

の中では，具体的に計画の方向が定まっていなかった。当時，乙の地域につ

いては，国が工業用地として利用する ζとを規制する方向で動いていた乙と

や，地盤が工業用地として適さない ζともあって，土地利用は検討中という

状況が続いていた。その時，（附オリエンタルランドが乙の埋立地lζディズニー

ランドを模した一大遊間地を鐙設したいという志向を，浦安l町lと伝え，協力

を要請してきた。乙の計画に対して，浦安町をはじめ漁業協同組合なども賛

同し，県lと埋立事業を促進する乙とを要請した。県は，遊園地と住宅用地を

中心とした土地造成を行う乙とによって．造成地の処分も期待でき， II可の発

展もみ乙まれるという見地から874haの埋立事業にとりかかった（表2）。

表2 浦安地区の土地利用計画

区 うケ

住宅用地

工業用地

クレリエーション用地

公共用地

計

ITU 

（単位： m~ ）

む｛

3,995,481 

671, 487 

2,275,0.!7 

1,799,437 

8,741,452 

（昭和63年12月31日現在）

「千葉県企業庁事業のあゆみ」より

東京ディズニーランドは.Utl和58年lζオープンし，平成元年度の総入場者

数は1338万人を数えた。周辺には次々とホテJレがオープンしたが，客室稼動

率は概して高い~I 乙乙は．首都圏の一大レジャーランドであると同時K国内

各地から，また東南アジアからの来訪者も少なくない。

また，浦安地区の住宅用地は，中高層及び低層の住宅をあわせて，計画人

口6万8千人で，海浜ニュータウン（稲毛・幕張 ・検見川の各地区）の計画

人口15万人には及はないものの，京葉線全線開通によって県内でもグレート

の高い住宅都市が生まれようとしている。今や浦安地区は．若者にとっても

魅力のある場所となっている。浦安市l乙住んでいる乙とは，彼らにとってス

テイタスであり ，最寄りの駅が舞浜であり新浦安である乙とに誇りすらもっ
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ている。ディズニーランドが東京ディズニーランドであるように．千葉県浦

安市は東京都浦安市なのである。

稲毛．検見川， 幕張の各地区は，都心から30km圏lζ位置 し，広大な埋立が

可能な乙とから，当初Jはヰ活の場そして憩いの場としての都市的機能を兼ね

備えた．計画人口24万人の海浜ニュータウンの佳設が計画されていた。しか

し，その後，都市化・l:iil際化・情報化の進展による状況の変化と ζの地区に

おいても，新東京国際空E港，千葉港，東京湾岸道路，東関東自動車道.JR 

尽」~線など交通体系が次々と整備された乙とに伴い．増』ζ住機能を集積させ

るだけではなく，オフィスを1]1心とした業務機能をも集積させうる可能性が

でてきた。そ乙で，j北米の計画の見直しが行われ．海浜ニュータウンの計画

人11を24万人から15万人iζ減らし．幕張地区lζ新古I＼心を建設する乙とが決定

された。乙れによって．住宅中心の開発から新都心への建設へと土地利用は

大きく転換する乙とになった。さらに，昭和58年に「千葉産業三角構想Jが

出され．常設の国際見本il1（蒜娠メッセ）を導入する乙とが決定された。 H自

和61年lζ策定された「ふるさと千葉5か年計画Jでは．乙の地区の将来像は

一回明確なものとなった。すなわち，乙乙iζは，法張メッセを核と して国際

的業務機能を集積させ，あわせて先端産業の中駆的機能ならびに研究開発機

能を集積させる乙とが決定された（図4〕

区14幕張メツセと周辺地域の概要

（出所）日本経済新聞 1989年10月2日
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わが国最初の本絡的コンベンションセンター「幕張メッセ（正式名称 ..B本

コンベンションセンター）」は手成兄年9月l乙オープンした。幕張メッセは，

展示会，会議，イベン卜とあらゆるコンベンション需要に応じられる施設で

あり，千葉県にとっては，成田空港．東京ディズニーランドle並ぶ国際的施

設の誕生であった。千葉県は， 「稼!l)}J率が65%に達した時， 米場者の消費や

会場設営・といった関連業務によって，年間1912億円のカネが地元に落ちるJ

と試算している？乙れが実現するか否かは， 「イベント誘致lζ民活を」とい

う発想から生まれた第三セクターの日本コンベンションセンター（NCC.

本社千葉市）のl院にかかっている。地元企業への波及効果を上げるために．

人材派遣．ディスプレー関係の地元企業270社を，主催者の要望に応じて紹

介する体制も整えられた。

県内では，乙ζ数年間で東京l乙本社を持つ企業の出張所や営業所が支店，

支社へ昇絡する動きが目立っている。まず，アサヒ，サ yポロ，サント リー

のビーノレメーカ一大手3社がl昭和J58年から59年にかけて，営業所を支店に格

上け、し．さらにll部[J6併下から63年の4年間lζ総合商社，コンビュータ一会社，

大手建設会社なと9社が．それぞれ出先機関を格上げした。また，幕張新都

心は．鉄鋼なと重厚長大産業にとっては，事業を多角化してゆく上でのよい

舞台となっている。

夷3 幕張を舞台にした主な新事業

会社名

蒋~Jr<タウンセンター

軒下5kテクノガーデン

ニラックス

ジェイ ・エム・エス

アーバンセキュリティ

国際コンベンション

主な出資企業 耳号車E認足度

｜新B鉄、 JI！崎製｜ショッピングセ
鉄、三井不服j夜、｜ンターの述滋
平東銀行、俗文｜
自動車 ｜ 

新日鉄、潟水建｜インテリジェン
段、 NT T、J111トピルの分担、
的製鉄 1賃貸

すかいらーく、｜レストラン
菊7巴量失 ｜ 

川町二五鉄、平実｜ィえント企画・
銀行 i印刷

総合軍耳目1i！呆降、 ｜有害百長テクノガ「一
白鉄ライフ ｜デンの事量的

電通、新日銭、｜コンベンション
三井物産 ｜企図

（出所）日本経済新聞 1990年2月25日
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表3＇ζ示したように．新日鉄，川崎製鉄．清水建設， NT Tの共同出資によ
る幕張テクノガーデンをはじめ，幕張を舞台とする新事業がいくつか誕生し

た。乙れらの中には，すでに順調な滑り出しをみせているものもあるが，足

踏み状態が続いているものもあり，メッセ及びそれにかかわるあらゆる機能

が完備するまでには，まだ相当時間がかかりそうである。

順調な滑り出しをみせた幕張テクノガ．ーデンは，幕張新都心のオフィ ス群の

先駆けとなるもので平成2年に開業した。 24階建ての高層ビノレ2棟に研究開

発棟など5棟を加えて，廷べ床面積21万d，日本でも有数のオフィスビJレで

ある。乙乙lζは．約60の本社や事務所，40の商店・飲食店が入居している。

乙乙には，システム部門を入居させる会社が多いので，ビJレ内には光ケーブ

ルによる LAN （地域内情報通信網）が導入されている。また研究開発棟Iと

は，カードがなければ入れないゲートが設けられており，機密保持lとも配慮、

がなされている。

一方，足踏み状態にあるのが．幕張メッセと JR海浜幕張駅を結べ位置に

計画されている複合ショッピングセンターである。 ζの幕張タウンセンター

は，メッセの開業にあわせて一部オープンする予定であったが，着工すらも

できなかった。ょうやく核となる店舗が決定し，平成3年秋の開業を目指し

ているものの状況はおもわしくない。メッセ関連のソフトビジネスをねらっ

たジェイ・エム・エスも，乙れと同様iζ．厳しい船出であった。

千葉のウォーターフ ロン卜は，浦安地区にせよ．極めて集客力の日郎、施設

が立地した ζとによって，イメージまでもかわりつつある。しかし，幕張地

区に関 しては，軌道にのるまでには．まだ時聞がかかりそうである。

注（1）日経BP社「日経リソートJNo.35. 1990 PP .75～86 

全国200のリゾー 卜（ホテlレ，旅館．貸別荘）稼動率調査によれば，浦

安市の東京ベイヒノレ トンの1990年5月の客室稼動率は80.4%であった。

(2旧本経済新聞 1989年10月2日付

(3）日本経済新聞 1990年4月10日付

オフィス 住友林業， Jil崎製鉄，新日本製鉄，久保田鉄工．

沖電気工業，ジャスコなど
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店舗千葉興業銀行，京葉銀行，三菱銀行，岡三証券，

三洋証券など

5. おわりに
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千葉県の東京内湾沿いの臨海部を取り上け＼昭和20年代から現在にいたる

土地利用の変遷lζついてみてきた。4大工業地帯に続いて，京葉工業地帯が

しだいに形成されてゆくプロセスと，昭和30年代後半から昭和40年代にかけ

て，乙れまでの工業一辺倒の開発を不可能にする状況が生じ， ζの地区が，

千葉市を墳として，性格を異lとする 2つの地区iζ分化してゆくプロセスをた

どることができたと思う。すなわち．浦安市から千葉市出洲海岸にいたる地

区は都市基擦の整備に重点が置かれるようになり ，多様な土地利用が行われ

ているが，一方．千葉市川崎町地先から富津市にかけての地区は， 重化学工

業から公害の心配のない流通加工業へと誘致する企業の業種は変化したもの

の，基本的には．工業開発lζ力点が置かれている。

さらに，乙うした地域構造における変化は ζ乙数年で．ますます助長され

る傾向にある。というのは，浦安地区と幕張地区iζ集客力の大きい国際的な

施設が立地し，その地域のイメージまでも大きく変えようとしているからで

ある。

東京の侵略という乙とばがある。東京は明治時代以来，人口の増加に伴っ

て西南方向へ拡大してきた。本製IIを文明開化とともiζ成立した最古参の第 l

の山の手，目白．四谷から赤坂．麻布lζかけてを第2の山の手，そして第3

の山の手が昭和初期以来の目黒区，世田谷区，杉並区だったとすれば，昭和

40年代以降，西部池袋線所沢，京王線聖睦桜ケ丘，小田急線町田 ・新百合ケ

丘，田園都市線たまプラーザ ・つくし野，さらに東海道線藤沢，京浜急行金

沢八景あたりまで，すなわち埼玉，多摩，神奈川lζまたがる途方もないスケー

ノレで展開されたのが第4の山の手である。

そして，乙れと同じような現象は東京湾臨海部，通称ベイエア リアとl呼ば

れている地域にもみられる。それは東京のウォーターフロントの拡大であり，

今回取り上け．た千葉のウォーターフロン 卜は，本来，東京のウォーターフロ
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ントが担うべき機能の一部を分担していると考えることもできる。

国際化， 情報化lζ対応してきた千葉のウォーターフロン 卜にあって，それ

らの影響を最も受けずにきたのが千葉港である。いわゆる典型的な工業港で

あったが，昭和5C年代には北関東lζ立地する本田技研や富士重工の組立工場

から搬出される四輪車の船積基地が配置されて，新しい機能が加わったもの

の．それ以後は，ほとんどみるべき変化がないといっても過言ではない。

港湾と後背地という観点、から，千葉港と千葉のウォーターフロン卜を概観

すると，千葉港はかつての京葉工業地帯との係わりの中でのみ存在し，地域

の急激な変化からは，取り残されたままであるとの感を免れえない。

注（1）月刊アクロス編集室編 ・著『「東京Jの侵略』 1987.223ページ。

(2）拙稿「自動車輸出とて場配置のうとき」地理29巻9号，1984.

pp .21～29 


